
28　　経済情報

1　経済指標で見る「地域経済情勢」

 
 
 
個人消費 
・百貨店・スーパー販売額（全店、10 月）は、1 年 2 か月ぶりに前年を上回った 
・新車販売台数（軽自動車[乗用]含む、10 月）は、2 か月ぶりに前年を上回った 
・家計消費支出（除く住居等）は、2018 年に入り、前年を上回る傾向にある 
 
企業活動 
・鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、前月比 7.4 ポイントの下降 

・公共工事請負金額（4～10 月累計）は、前年同期比 17.6％増 

１．経済指標で見る「地域経済情勢」 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．経済指標で見る「和歌山県経済」  

 
 
 
個人消費 
・持ち直している（変更なし） 
企業活動 
・生産は緩やかに増加している（変更なし） 

・輸出はおおむね横ばいとなっている（8、10 月に下方修正） 

・業況判断はおおむね横ばいとなっている（変更なし） 

・設備投資は増加している（9 月に上方修正） 

景気は、緩やかに回復している 

◆ 日本経済（内閣府「月例経済報告」 [2018 年 11 月] ） ◆ 

※（ ）内は、7 月以降の判断変化 

 
 
  
個人消費 
・百貨店・スーパー販売額（全店、10 月）は、2 か月ぶりに前年を上回った 
・家計消費支出（除く住居等、9 月）は、4 か月連続で前年を上回った 
企業活動 

・鉱工業生産指数（季節調整値、9 月）は、3 か月ぶりに下降  

・公共工事請負金額（4～10 月累計）は、前年同期比 1.8％減 
・TDB 景気 DI（10 月）は、2 か月連続で下降 

企業活動の一部に台風被害の影響も見られるが 
和歌山県経済は総じて持ち直している 

 

台風被害の影響もあり、企業活動の回復の動きに一服感が見られるが 
個人消費は持ち直しており、大阪府経済は緩やかに回復している 

◆ 和歌山県経済 ◆ 

◆ 大阪府経済 ◆ 

経経 済済 指指 標標
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2　経済指標で見る「和歌山県経済」 
 

 
 
和歌山県に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）  

≪個人消費≫  
○ 百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は、 年 か月ぶりに前年を上回っ

た。

○ 新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）は、 か月ぶりに前年を上回っ

た。

○ 家計消費支出（除く住居等）は、 年に入り、前年を上回る傾向にある。

≪企業活動≫  
○ 鉱工業生産指数（季節調整値、 月）は、前月比 ポイントの下降。

○ 公共工事請負金額（ ～ 月累計）は、前年同期比 ％増。

○ 景気 （ 月）は上昇。 

≪その他≫ 
○ 新設住宅着工戸数（ 月）は前年比 ％減と か月ぶりに前年を下回る。

○ 消費者物価指数（和歌山市、 月）は、コアコア が か月連続で下降。 
○ 有効求人倍率（ 月）は、 か月連続で上昇し、 倍。  

 
和歌山県の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

百貨店・スーパー販売額（全店） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

新車販売台数(登録車、軽自動車[乗用]含む) ○ ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ○ ● ○

新設住宅着工戸数 ● ● ● ● ○ ○ － ● ○ ○ ● ● ○ ●

家計消費支出(除く住居等、二人以上の世帯) ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ●

鉱工業生産指数　※前月比 ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

公共工事請負金額 ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○

TDB景気DI　※前月比 ○ ○ － ○ ○ ● ● ● ○ ● ○ ○ ● ○

物価 消費者物価(コアコアCPI、和歌山市)　※前月比 － ○ ○ ● ● ○ ● ○ － ● ● ○ ● ●

雇用 有効求人倍率（季節調整値） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注)　○ : 上昇(増加)　- : 横ばい　● : 下降(減少)、空白はデータ未発表
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経経 済済 指指 標標

 
 

和歌山県に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）  
≪個人消費≫  
○ 百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は、 年 か月ぶりに前年を上回った。

○ 新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）は、 か月ぶりに前年を上回った。

○ 家計消費支出（除く住居等）は、 年に入り、前年を上回る傾向にある。

≪企業活動≫  
○ 鉱工業生産指数（季節調整値、 月）は、前月比 ポイントの下降。

○ 公共工事請負金額（ ～ 月累計）は、前年同期比 ％増。

○ 景気 （ 月）は上昇。 

≪その他≫ 
○ 新設住宅着工戸数（ 月）は前年比 ％減と か月ぶりに前年を下回る。

○ 消費者物価指数（和歌山市、 月）は、コアコア が か月連続で下降。 
○ 有効求人倍率（ 月）は、 か月連続で上昇し、 倍。  

 
和歌山県の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

百貨店・スーパー販売額（全店） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

新車販売台数(登録車、軽自動車[乗用]含む) ○ ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ○ ● ○

新設住宅着工戸数 ● ● ● ● ○ ○ － ● ○ ○ ● ● ○ ●

家計消費支出(除く住居等、二人以上の世帯) ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ●

鉱工業生産指数　※前月比 ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

公共工事請負金額 ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○

TDB景気DI　※前月比 ○ ○ － ○ ○ ● ● ● ○ ● ○ ○ ● ○

物価 消費者物価(コアコアCPI、和歌山市)　※前月比 － ○ ○ ● ● ○ ● ○ － ● ● ○ ● ●

雇用 有効求人倍率（季節調整値） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注)　○ : 上昇(増加)　- : 横ばい　● : 下降(減少)、空白はデータ未発表
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和歌山県に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）  

≪個人消費≫  
○ 百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は、 年 か月ぶりに前年を上回っ

た。

○ 新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）は、 か月ぶりに前年を上回っ

た。

○ 家計消費支出（除く住居等）は、 年に入り、前年を上回る傾向にある。

≪企業活動≫  
○ 鉱工業生産指数（季節調整値、 月）は、前月比 ポイントの下降。

○ 公共工事請負金額（ ～ 月累計）は、前年同期比 ％増。

○ 景気 （ 月）は上昇。 

≪その他≫ 
○ 新設住宅着工戸数（ 月）は前年比 ％減と か月ぶりに前年を下回る。

○ 消費者物価指数（和歌山市、 月）は、コアコア が か月連続で下降。 
○ 有効求人倍率（ 月）は、 か月連続で上昇し、 倍。  

 
和歌山県の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

百貨店・スーパー販売額（全店） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○

新車販売台数(登録車、軽自動車[乗用]含む) ○ ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ○ ● ○

新設住宅着工戸数 ● ● ● ● ○ ○ － ● ○ ○ ● ● ○ ●

家計消費支出(除く住居等、二人以上の世帯) ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ●

鉱工業生産指数　※前月比 ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

公共工事請負金額 ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○

TDB景気DI　※前月比 ○ ○ － ○ ○ ● ● ● ○ ● ○ ○ ● ○

物価 消費者物価(コアコアCPI、和歌山市)　※前月比 － ○ ○ ● ● ○ ● ○ － ● ● ○ ● ●

雇用 有効求人倍率（季節調整値） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注)　○ : 上昇(増加)　- : 横ばい　● : 下降(減少)、空白はデータ未発表
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企業活動の一部に台風被害の影響も見られるが 
和歌山県経済は総じて持ち直している 

 



30　　経済情報

百貨店・スーパー販売額

 百貨店・スーパー販売額（全店、10 月）は
前年比 0.4％増。販売額が前年を上回ったのは、
前年 8 月以来 1 年 2 か月ぶり。近鉄百貨店和歌
山店の販売額（10 月）が前年比 3.1％増となっ
ており、全体をけん引した。10 月の台風 25 号
の接近に備えた食品備蓄の動きなどが販売額増
加に寄与したと考えられる。

ただし、「婦人・子供服」、「紳士服」等の衣
料品販売額は低迷が続いており、宝石・時計、
化粧品等の「その他の商品」についても販売額
が前年を下回る状況となっている。

新車販売台数

新車販売台数（軽自動車［乗用］含む、10 月）
は、2 か月ぶりに前年を上回った（前年比 13.5
％増）。軽自動車［乗用］の販売台数、登録車（軽
自動車の規格を超える大きさの車）の登録台数
がともに前年比二桁増となっている。台風接近
に伴い生産・販売に悪影響が見られた 9 月から
の販売台数のずれ込みや、無資格検査問題で販
売台数が大きく減少した前年 10 月からの反動
増が考えられる。

以上のような特殊要因を除いても、新型車の
発売効果で、軽自動車［乗用］の販売台数は大
きく増加しており、前年の後半以降、減少傾向
が見られていた新車販売台数だが、足下では持
ち直しの動きが見られる。

新設住宅着工戸数

新設住宅着工戸数（10 月）は前年比 8.2％減
と 2 か月ぶりに前年を下回った。ただし、1 ～
10 月の累計着工戸数は前年同期比 8.2％増とな
っており、過去 5 年間では 2 番目に多い水準。

「分譲住宅」（前年同期比 69.8％増）、「持家」（同
6.1％増）が全体をけん引している。地域別では、
和歌山市、海南市、紀の川市、御坊市等で前年
同期に比べて着工戸数が増加している。

   
百貨店・スーパー販売額  

百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は

前年比 ％増。販売額が前年を上回ったのは、

前年 月以来 年 か月ぶり。近鉄百貨店和歌

山店の販売額（ 月）が前年比 ％増となっ

ており、全体をけん引した。 月の台風 号

の接近に備えた食品備蓄の動きなどが販売額

増加に寄与したと考えられる。

ただし、「婦人・子供服」、「紳士服」等の衣

料品販売額は低迷が続いており、宝石・時計、

化粧品等の「その他の商品」についても販売額

が前年を下回る状況となっている。

   
新車販売台数  

 
新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）

は、 か月ぶりに前年を上回った（前年比 ％

増）。軽自動車 乗用 の販売台数、登録車（軽自

動車の規格を超える大きさの車）の登録台数が

ともに前年比二桁増となっている。台風接近に

伴い生産・販売に悪影響が見られた 月からの

販売台数のずれ込みや、無資格検査問題で販売

台数が大きく減少した前年 月からの反動増

が考えられる。

以上のような特殊要因を除いても、新型車の

発売効果で、軽自動車 乗用 の販売台数は大き

く増加しており、前年の後半以降、減少傾向が

見られていた新車販売台数だが、足下では持ち

直しの動きが見られる。

    
新設住宅着工戸数  

 
新設住宅着工戸数（ 月）は前年比 ％

減と か月ぶりに前年を下回った。ただし、

～ 月の累計着工戸数は前年同期比 ％

増となっており、過去 年間では 番目に多

い水準。「分譲住宅」（前年同期比 ％増）、

「持家」（同 ％増）が全体をけん引してい

る。地域別では、和歌山市、海南市、紀の川

市、御坊市等で前年同期に比べて着工戸数が

増加している。
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新設住宅着工戸数（和歌山県）

   
百貨店・スーパー販売額  

百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は

前年比 ％増。販売額が前年を上回ったのは、

前年 月以来 年 か月ぶり。近鉄百貨店和歌

山店の販売額（ 月）が前年比 ％増となっ

ており、全体をけん引した。 月の台風 号

の接近に備えた食品備蓄の動きなどが販売額

増加に寄与したと考えられる。

ただし、「婦人・子供服」、「紳士服」等の衣

料品販売額は低迷が続いており、宝石・時計、

化粧品等の「その他の商品」についても販売額

が前年を下回る状況となっている。

   
新車販売台数  

 
新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）

は、 か月ぶりに前年を上回った（前年比 ％

増）。軽自動車 乗用 の販売台数、登録車（軽自

動車の規格を超える大きさの車）の登録台数が

ともに前年比二桁増となっている。台風接近に

伴い生産・販売に悪影響が見られた 月からの

販売台数のずれ込みや、無資格検査問題で販売

台数が大きく減少した前年 月からの反動増

が考えられる。

以上のような特殊要因を除いても、新型車の

発売効果で、軽自動車 乗用 の販売台数は大き

く増加しており、前年の後半以降、減少傾向が

見られていた新車販売台数だが、足下では持ち

直しの動きが見られる。

    
新設住宅着工戸数  

 
新設住宅着工戸数（ 月）は前年比 ％

減と か月ぶりに前年を下回った。ただし、

～ 月の累計着工戸数は前年同期比 ％

増となっており、過去 年間では 番目に多

い水準。「分譲住宅」（前年同期比 ％増）、

「持家」（同 ％増）が全体をけん引してい

る。地域別では、和歌山市、海南市、紀の川

市、御坊市等で前年同期に比べて着工戸数が

増加している。
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く増加しており、前年の後半以降、減少傾向が

見られていた新車販売台数だが、足下では持ち
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「持家」（同 ％増）が全体をけん引してい

る。地域別では、和歌山市、海南市、紀の川

市、御坊市等で前年同期に比べて着工戸数が

増加している。
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家計消費支出

 家計消費支出（除く住居等、9 月）は、2 か
月ぶりに前年を下回った。「一般外食」を含む「食
料」への支出減少が響いた。

ただし、2018 年に入り、家計消費支出は前
年を上回る傾向にあり、中でも、「パック旅行
費」等を含む「教養娯楽」への支出は、5 月以降、
5 か月連続で前年を上回っている。

鉱工業生産指数

鉱工業生産指数（9 月）は前月比 7.4 ポイン
トの下降となった。台風 21 号の接近に伴い、
生産休止や物流網遮断の影響を受け、多くの業
種で生産指数が下降した。特に鉄鋼、はん用・
生産用機械での落ち込みが大きい。

台風被害からの復旧が進む 10 月には、生産
指数は反転上昇すると予想されるが、先行きに
は不透明感が漂う。県内製造業と結びつきの強
い近畿地区の生産指数は 5 月以降下降傾向が続
いている。その要因としては、輸出先である中
国、ASEAN 諸国の製造事業者の景況感が下降
し、輸出の増勢が鈍化していることが挙げられ
る。今後の世界景気などに注意が必要である。

公共工事請負金額

 公共工事請負金額（10 月）は、2 か月ぶり
に前年を上回った。4 ～ 10 月累計の請負金額
は前年同期比 17.6％増となった。県、市町村発
注の工事額が増加している。地域別では、岩出
地区、湯浅地区、串本地区などで工事額が増加
した。

2015 年度以降、減少傾向にあった公共工事
請負金額だが、底打ちの兆しが見られる。

家計消費支出（除く住居等、 月）は、

か月ぶりに前年を下回った。「一般外食」

を含む「食料」への支出減少が響いた。

ただし、 年に入り、家計消費支出

は前年を上回る傾向にあり、中でも、「パ

ック旅行費」等を含む「教養娯楽」への支

出は、 月以降、 か月連続で前年を上回

っている。

 
   

鉱工業生産指数  
 
鉱工業生産指数（ 月）は前月比 ポイ

ントの下降となった。台風 号の接近に伴

い、生産休止や物流網遮断の影響を受け、

多くの業種で生産指数が下降した。特に鉄

鋼、はん用・生産用機械での落ち込みが大

きい。

台風被害からの復旧が進む 月には、生

産指数は反転上昇すると予想されるが、先

行きには不透明感が漂う。県内製造業と結

びつきの強い近畿地区の生産指数は 月以

降下降傾向が続いている。その要因として

は、輸出先である中国、 諸国の製造事

業者の景況感が下降し、輸出の増勢が鈍化

していることが挙げられる。今後の世界景

気などに注意が必要である。

   
公共工事請負金額  

 
公共工事請負金額（ 月）は、 か月ぶり

に前年を上回った。 ～ 月累計の請負金額

は前年同期比 ％増となった。県、市町

村発注の工事額が増加している。地域別では、

岩出地区、湯浅地区、串本地区などで工事額

が増加した。

年度以降、減少傾向にあった公共工

事請負金額だが、底打ちの兆しが見られる。

家計消費支出  

40
60
80

100
120
140
160
180
200

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2017年 2018年

消費支出(除く住居等) 食料

被服及び履物 一般外食

（資料）総務省「家計調査」（二人以上の世帯）

(％） 家計消費支出(和歌山市、前年同月比)

90

100

110

120

7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2016年 2017年 2018年

全国 近畿 和歌山県

(資料)経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業生産動向」

和歌山県調査統計課ウェブサイト

鉱工業生産指数(2010年＝100、全国のみ2015年＝100)

0

40

80

120

160

200

0

10

20

30

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2017年 2018年

千

請負金額 前年同月比

（十億円） （％）

(資料)西日本建設業保証㈱「公共工事動向」

公共工事請負金額（和歌山県）

家計消費支出（除く住居等、 月）は、

か月ぶりに前年を下回った。「一般外食」

を含む「食料」への支出減少が響いた。

ただし、 年に入り、家計消費支出

は前年を上回る傾向にあり、中でも、「パ

ック旅行費」等を含む「教養娯楽」への支

出は、 月以降、 か月連続で前年を上回

っている。

 
   

鉱工業生産指数  
 
鉱工業生産指数（ 月）は前月比 ポイ

ントの下降となった。台風 号の接近に伴

い、生産休止や物流網遮断の影響を受け、

多くの業種で生産指数が下降した。特に鉄

鋼、はん用・生産用機械での落ち込みが大

きい。

台風被害からの復旧が進む 月には、生

産指数は反転上昇すると予想されるが、先

行きには不透明感が漂う。県内製造業と結

びつきの強い近畿地区の生産指数は 月以

降下降傾向が続いている。その要因として

は、輸出先である中国、 諸国の製造事

業者の景況感が下降し、輸出の増勢が鈍化

していることが挙げられる。今後の世界景

気などに注意が必要である。

   
公共工事請負金額  

 
公共工事請負金額（ 月）は、 か月ぶり

に前年を上回った。 ～ 月累計の請負金額

は前年同期比 ％増となった。県、市町

村発注の工事額が増加している。地域別では、

岩出地区、湯浅地区、串本地区などで工事額

が増加した。

年度以降、減少傾向にあった公共工

事請負金額だが、底打ちの兆しが見られる。

家計消費支出  

40
60
80

100
120
140
160
180
200

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2017年 2018年

消費支出(除く住居等) 食料

被服及び履物 一般外食

（資料）総務省「家計調査」（二人以上の世帯）

(％） 家計消費支出(和歌山市、前年同月比)

90

100

110

120

7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2016年 2017年 2018年

全国 近畿 和歌山県

(資料)経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業生産動向」

和歌山県調査統計課ウェブサイト

鉱工業生産指数(2010年＝100、全国のみ2015年＝100)

0

40

80

120

160

200

0

10

20

30

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2017年 2018年

千

請負金額 前年同月比

（十億円） （％）

(資料)西日本建設業保証㈱「公共工事動向」

公共工事請負金額（和歌山県）

家計消費支出（除く住居等、 月）は、

か月ぶりに前年を下回った。「一般外食」

を含む「食料」への支出減少が響いた。

ただし、 年に入り、家計消費支出

は前年を上回る傾向にあり、中でも、「パ

ック旅行費」等を含む「教養娯楽」への支

出は、 月以降、 か月連続で前年を上回

っている。

 
   

鉱工業生産指数  
 

鉱工業生産指数（ 月）は前月比 ポイ

ントの下降となった。台風 号の接近に伴

い、生産休止や物流網遮断の影響を受け、

多くの業種で生産指数が下降した。特に鉄

鋼、はん用・生産用機械での落ち込みが大

きい。

台風被害からの復旧が進む 月には、生

産指数は反転上昇すると予想されるが、先

行きには不透明感が漂う。県内製造業と結

びつきの強い近畿地区の生産指数は 月以

降下降傾向が続いている。その要因として

は、輸出先である中国、 諸国の製造事

業者の景況感が下降し、輸出の増勢が鈍化

していることが挙げられる。今後の世界景

気などに注意が必要である。

   
公共工事請負金額  

 
公共工事請負金額（ 月）は、 か月ぶり

に前年を上回った。 ～ 月累計の請負金額

は前年同期比 ％増となった。県、市町

村発注の工事額が増加している。地域別では、

岩出地区、湯浅地区、串本地区などで工事額

が増加した。

年度以降、減少傾向にあった公共工

事請負金額だが、底打ちの兆しが見られる。

家計消費支出  

40
60
80

100
120
140
160
180
200

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2017年 2018年

消費支出(除く住居等) 食料

被服及び履物 一般外食

（資料）総務省「家計調査」（二人以上の世帯）

(％） 家計消費支出(和歌山市、前年同月比)

90

100

110

120

7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2016年 2017年 2018年

全国 近畿 和歌山県

(資料)経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業生産動向」

和歌山県調査統計課ウェブサイト

鉱工業生産指数(2010年＝100、全国のみ2015年＝100)

0

40

80

120

160

200

0

10

20

30

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2017年 2018年

千

請負金額 前年同月比

（十億円） （％）

(資料)西日本建設業保証㈱「公共工事動向」

公共工事請負金額（和歌山県）

家計消費支出（除く住居等、 月）は、

か月ぶりに前年を下回った。「一般外食」

を含む「食料」への支出減少が響いた。

ただし、 年に入り、家計消費支出

は前年を上回る傾向にあり、中でも、「パ

ック旅行費」等を含む「教養娯楽」への支

出は、 月以降、 か月連続で前年を上回

っている。

 
   

鉱工業生産指数  
 
鉱工業生産指数（ 月）は前月比 ポイ

ントの下降となった。台風 号の接近に伴

い、生産休止や物流網遮断の影響を受け、

多くの業種で生産指数が下降した。特に鉄

鋼、はん用・生産用機械での落ち込みが大

きい。

台風被害からの復旧が進む 月には、生

産指数は反転上昇すると予想されるが、先

行きには不透明感が漂う。県内製造業と結

びつきの強い近畿地区の生産指数は 月以

降下降傾向が続いている。その要因として

は、輸出先である中国、 諸国の製造事

業者の景況感が下降し、輸出の増勢が鈍化

していることが挙げられる。今後の世界景

気などに注意が必要である。

   
公共工事請負金額  

 
公共工事請負金額（ 月）は、 か月ぶり

に前年を上回った。 ～ 月累計の請負金額

は前年同期比 ％増となった。県、市町

村発注の工事額が増加している。地域別では、

岩出地区、湯浅地区、串本地区などで工事額

が増加した。

年度以降、減少傾向にあった公共工

事請負金額だが、底打ちの兆しが見られる。

家計消費支出  

40
60
80

100
120
140
160
180
200

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2017年 2018年

消費支出(除く住居等) 食料

被服及び履物 一般外食

（資料）総務省「家計調査」（二人以上の世帯）

(％） 家計消費支出(和歌山市、前年同月比)

90

100

110

120

7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

2016年 2017年 2018年

全国 近畿 和歌山県

(資料)経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業生産動向」

和歌山県調査統計課ウェブサイト

鉱工業生産指数(2010年＝100、全国のみ2015年＝100)

0

40

80

120

160

200

0

10

20

30

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2017年 2018年

千

請負金額 前年同月比

（十億円） （％）

(資料)西日本建設業保証㈱「公共工事動向」

公共工事請負金額（和歌山県）

家計消費支出（除く住居等、 月）は、
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は前年を上回る傾向にあり、中でも、「パ

ック旅行費」等を含む「教養娯楽」への支

出は、 月以降、 か月連続で前年を上回
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32　　経済情報

景況感（TDB 景気 DI）

 TDB 景気 DI は、㈱帝国データバンクが月
次で実施している景気動向調査から算出された
景況感を表す値である。この値が 50 を超える
と、現在の景気を「良い」とする事業者数が「悪
い」とする事業者数を上回る。

9 月の景気 DI は台風接近の影響もあり、3
か月ぶりの下降となったが、10 月は再び上昇
に転じた。また、3 か月後、6 か月後の見通し
についても上昇する模様。1 年後の見通しにつ
いては、予定されている消費増税の影響もあり、
下降する模様。

消費者物価指数

消費者物価指数（和歌山市）は総合が 8 月以
降横ばいで推移し、コアコア CPI は 9 月以降 2
か月連続で下降となった。

全国と同様、電気代・ガソリン代等のエネル
ギー価格や生鮮食品価格は上昇しているが、住
居、交通、保健医療などで物価が下落し、総合
では横ばい、コアコア CPI は下落となった。

有効求人倍率

有効求人倍率（10 月）は前月から 0.01 ポイ
ント上昇。上昇は 5 か月連続。2018 年前半に
は有効求人数に減少傾向が見られたが、6 月以
降は増加傾向に転じ、その増勢は強まっている。

有効求人数の内訳をみると、フルタイム求人
が増加する一方で、フルタイム求職は減少して
いる。労働市場でのミスマッチは深刻化してお
り、県内事業者の人材確保は依然として厳しい
状況にある。
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し、総合では横ばい、コアコア は下落と
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有効求人倍率（ 月）は前月から ポ

イント上昇。上昇は か月連続。 年前半

には有効求人数に減少傾向が見られたが、

月以降は増加傾向に転じ、その増勢は強まっ

ている。

有効求人数の内訳をみると、フルタイム求

人が増加する一方で、フルタイム求職は減少
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しており、県内事業者の人材確保は依然とし
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月以降は増加傾向に転じ、その増勢は強まっ

ている。

有効求人数の内訳をみると、フルタイム求

人が増加する一方で、フルタイム求職は減少

している。労働市場でのミスマッチは深刻化

しており、県内事業者の人材確保は依然とし

て厳しい状況にある。
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３　経済指標で見る「大阪府経済」

経経 済済 指指 標標

３．経済指標で見る「大阪府経済」  
 
 

 
 
大阪府に関する経済指標の概況（10 月指標を中心に）  

≪個人消費≫  
○ 百貨店・スーパー販売額（全店、 月）は、 か月ぶりに前年を上回った。

○ 新車販売台数（軽自動車 乗用 含む、 月）は、前年比 ％増。 
○ 家計消費支出（除く住居等、 月）は、 か月連続で前年を上回った。

≪企業活動≫  
○ 鉱工業生産指数（季節調整値、 月）は か月ぶりに下降。

○ 公共工事請負金額（ ～ 月累計）は、前年同期比 ％減。

○ 景気 （ 月）は、 か月連続で下降。

≪その他≫  
○ 新設住宅着工戸数（ 月）は、 か月ぶりに前年を下回った。 
○ 消費者物価指数（大阪市、 月）は、コアコア が か月ぶりに上昇。 
○ 有効求人倍率（ 月）は、 か月ぶりに下降し、 倍。 

 
大阪府の経済指標の概況変化（前年同月との比較 ※一部は前月比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

百貨店・スーパー販売額（全店） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ○

新車販売台数(登録車、軽自動車[乗用]含む) ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ● ○

新設住宅着工戸数 ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

家計消費支出(除く住居等、二人以上の世帯) ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

鉱工業生産指数　※前月比 ● ● ○ ○ ● ○ ● ● ● ● ○ ○ ●

公共工事請負金額 ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ●

TDB景気DI　※前月比 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● － ○ ● ●

物価 消費者物価(コアコアCPI、大阪市)　※前月比 ● ○ ○ ● ● － ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○

雇用 有効求人倍率（季節調整値） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注)　○ : 上昇(増加)　- : 横ばい　● : 下降(減少)、空白はデータ未発表

個人
消費

企業
活動

2017年 2018年

台風被害の影響もあり、企業活動の回復の動きに一服感が見られるが 
個人消費は持ち直しており、大阪府経済は緩やかに回復している 
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百貨店・スーパー販売額

 百貨店・スーパー販売額（全店、10 月）は、
前年比 1.8％増。台風 21 号の影響が見られた 9 月
には、売上高が前年割れとなったが、10 月は増
加に転じた。台風被害を受けた関西空港が 9 月
21 日には全面復旧し、訪日外国人数が再び増加。
日本銀行大阪支店によると、関西における百貨店
での免税品売上高（10 月）は 2 か月ぶりに前年
比プラスとなった。

ただし、9 月の台風接近以前から、免税品売上
高の増勢は鈍化しており、今後の百貨店・スーパ
ー販売額の動向には注意が必要である。

新車販売台数

新車販売台数（軽自動車［乗用］含む、10 月）
は前年比 14.5％増と大きく増加した。増加の
要因としては、台風接近に伴い生産・販売に
悪影響が見られた 9 月からの販売台数のずれ
込みや、無資格検査問題で販売台数が大きく
減少した前年10月からの反動増が考えられる。

ただし、以上のような特殊要因を除いても、
新型車の発売効果で、軽自動車［乗用］の販
売台数は大きく増加しており、前年の後半以
降、減少傾向が見られていた新車販売台数だ
が、足下では持ち直しの動きが見られる。

新設住宅着工戸数

新設住宅着工戸数（10 月）は、3 か月ぶり
に前年を下回った。「分譲住宅」が 4 か月連続
で前年比増となる一方で、「貸家」が同 25.4％
減となった。ただし、1 ～ 10 月期累計の着工
戸数では前年同期比 8.7％増となっている。「持
家」、「貸家」はほぼ前年並みの水準だが、マン
ション着工の増加を背景に「分譲住宅」が前年
同期比 25.3％増となっている。
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ある。
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に前年を下回った。「分譲住宅」が か月連続

で前年比増となる一方で、「貸家」が同 ％

減となった。ただし、 ～ 月期累計の着工
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「持家」、「貸家」はほぼ前年並みの水準だが、
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マンション着工の増加を背景に「分譲住宅」
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家計消費支出

 家計消費支出（除く住居等、9 月）は、4 か
月連続で前年を上回った。「被服及び履物」、「食
料」への支出額が増加傾向にある。特に「食料」
については、6 月以降、前年比増加率が高まっ
ている。背景には、「一般外食」の増加に加え
て、生鮮食料品価格の上昇があるものと考えら
れる。

鉱工業生産指数

 鉱工業生産指数（9 月）は 3 か月ぶりに下降。
初旬の台風 21 号の接近により、関西国際空港
をはじめ、物流網が遮断されたことから、多く
の業種で生産指数が下降した。特に鉄鋼、はん
用・生産用・業務用機械、電子部品・デバイス
での落ち込みが大きい。

近畿地区の輸出（10 月）は 9 月の落ち込み
の後、再び持ち直していることから、大阪府
の鉱工業生産指数は 10 月には上昇することが
予想される。ただし、主な輸出先である中国、
ASEAN 諸国等の製造事業者の景況感は下降し
ており、近畿地区の輸出の増勢は鈍化すると考
えられる。

公共工事請負金額

公共工事請負金額（10 月）は、3 か月連続で
前年を下回った。4 ～ 10 月期の累計請負金額
は前年同期比 1.8％の減少となっている。大阪
府発注の工事額は増加する一方で、市町村発注
の工事額が減少している。

大阪府では、2017 年度の公共工事請負金額
が前年比 19.1％減となっており、減少傾向が続
いている。
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家計消費支出  

家計消費支出（除く住居等、 月）は、

か月連続で前年を上回った。「被服及び

履物」、「食料」への支出額が増加傾向に

ある。特に「食料」については、 月以

降、前年比増加率が高まっている。背景

には、「一般外食」の増加に加えて、生鮮

食料品価格の上昇があるものと考えられ

る。

   
鉱工業生産指数  

 
鉱工業生産指数（ 月）は か月ぶりに

下降。初旬の台風 号の接近により、関

西国際空港をはじめ、物流網が遮断された

ことから、多くの業種で生産指数が下降し

た。特に鉄鋼、はん用・生産用・業務用機

械、電子部品・デバイスでの落ち込みが大

きい。

近畿地区の輸出（ 月）は 月の落ち

込みの後、再び持ち直していることから、

大阪府の鉱工業生産指数は 月には上昇

することが予想される。ただし、主な輸出

先である中国、 諸国等の製造事業者

の景況感は下降しており、近畿地区の輸出

の増勢は鈍化すると考えられる。

   
公共工事請負金額  

 
公共工事請負金額（ 月）は、 か月連

続で前年を下回った。 ～ 月期の累計請

負金額は前年同期比 ％の減少となって

いる。大阪府発注の工事額は増加する一方

で、市町村発注の工事額が減少している。

大阪府では、 年度の公共工事請負金

額が前年比 ％減となっており、減少傾

向が続いている。
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36　　経済情報

景況感（TDB 景気 DI）

 TDB 景気 DI は、㈱帝国データバンクが月次
で実施している景気動向調査から算出された景況
感を表す値である。この値が 50 を超えると、現
在の景気を「良い」とする事業者数が「悪い」と
する事業者数を上回る。

8 月には 7 か月ぶりに上昇に転じた景気 DI だ
が、台風被害のあった 9 月は再び下降した。10
月についても、さらに下降となっており、大企業
の景気 DI は上昇したものの、中小企業の景気 DI
は下降した。業種別では、小売業、サービス業で
反転上昇となる一方、製造業、運輸・倉庫業は下
降した。

今後の見通しに関しては、3 か月後の景気 DI は
上昇するが、1 年後の見通しについては、予定さ
れている消費増税の影響もあり、大きく下降する。

消費者物価指数

消費者物価指数（大阪市）は総合及びコアコア
CPI がともに 8 月以降、上昇傾向が見られる。7
月の猛暑、8 月以降の台風、9 月の北海道胆振東
部地震の影響で野菜を中心に生鮮食品価格が急上
昇した。原油価格の上昇を背景に、電気代、ガソ
リン等のエネルギー価格も上昇している。総合指
数は 101.1 まで上昇しており、2001 年 10 月以降
では初めて 101 を上回った。

有効求人倍率

有効求人倍率（10 月）は下降し 1.82 倍となった。
下降は 2 月以来、8 か月ぶり。有効求職者数が増
加したため、求人倍率は下降となったが、新規求
人数は引き続き増加しており、雇用環境に大きな
変化は見られない。ただし、事業者が希望通りの
人員数を確保できているかを数値で表した「充足
率」は低下傾向にあり、府内事業者の人材確保難
は依然として厳しい状況にある。
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